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各
地
方
議
長
会
が
定
期
総
会
を

相
次
い
で
開
催
し
た
。
開
催
日
、

場
所
は
▽
四
国
議
長
会
�
４
月
２４

日
・
高
松
市
▽
北
海
道
議
長
会
�

２５
日
・
石
狩
市
▽
関
東
議
長
会
�

同
日
・
甲
府
市
▽
九
州
議
長
会
�

同
日
・
鹿
児
島
市
▽
近
畿
議
長
会

�
２６
日
・
守
山
市
。
近
畿
議
長
会

の
総
会
を
も
っ
て
全
国
の
９
議
長

会
の
定
期
総
会
は
終
了
し
た
。

当
日
は
、
会
長
は
じ
め
新
役
員

を
選
任
。
会
長
に
就
任
し
た
顔
触

れ
は
、
定
期
総
会
の
開
催
順
に
▽

四
国
�
大
浦
澄
子
・
高
松
市
議
会

議
長
▽
北
海
道
�
高
橋
克
朋
・
札

幌
市
議
会
議
長
▽
関
東
�
加
藤
武

央
・
市
川
市
議
会
議
長
▽
九
州
�

仮
屋
秀
一
・
鹿
児
島
市
議
会
議
長

▽
近
畿
�
田
中
国
夫
・
守
山
市
議

会
議
長
―
の
各
氏
。

各
地
方
議
長
会
で
は
こ
の
ほ

か
、
平
成
２５
年
度
の
要
望
項
目
な

ど
を
審
議
し
決
定
し
た
。
各
地
方

議
長
会
で
決
定
し
た
要
望
事
項
の

う
ち
３
件
以
内
の
要
望
に
つ
い
て

は
、
５
月
２２
日
に
東
京
・
日
比
谷

公
会
堂
で
開
催
さ
れ
る
本
会
の
第

８９
回
定
期
総
会
へ
、
部
会
提
出
議

案
と
し
て
上
程
さ
れ
る
。

「
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
選
挙
運
動

解
禁
に
係
る
公
職
選
挙
法
の
一
部

を
改
正
す
る
法
律
」
が
４
月
１９
日

に
成
立
し
た
。

同
法
に
よ
り
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

を
利
用
し
た
選
挙
運
動
の
う
ち
、

一
定
の
も
の
が
解
禁
さ
れ
た
。
ネ

ッ
ト
選
挙
は
、
夏
の
参
議
院
選
挙

を
皮
切
り
に
、
国
政
選
挙
、
地
方

選
挙
に
対
し
適
用
さ
れ
る
。

今
回
の
改
正
の
う
ち
、
指
定
都

市
の
議
員
選
挙
で
は「
確
認
団
体
」

の
政
党
や
政
治
団
体
に
�
選
挙
運

動
用
電
子
メ
ー
ル
を
送
信
す
る
こ

と
�
選
挙
運
動
用
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト

に
直
接
リ
ン
ク
す
る
政
治
活
動
用

有
料
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
広
告
を
出

す
こ
と
―
が
認
め
ら
れ
る
。
指
定

都
市
を
除
く
市
の
場
合
、
確
認
団

体
制
度
が
設
け
ら
れ
て
い
な
い
た

め
、
候
補
者
の
み
に
認
め
ら
れ
る
。

地
方
六
団
体
は
４
月
２２
日
、
新

藤
義
孝
・
総
務
相
に
対
し
、「
地
方

公
務
員
給
与
に
つ
い
て
の
要
請
」

と
題
す
る
要
請
文
を
提
出
し
た
�

本
紙
４
面
に
要
請
文
を
掲
載
。

要
請
は
改
正
地
方
交
付
税
法
が

３
月
２９
日
に
成
立
し
た
こ
と
を
受

け
た
も
の
。
同
法
は
公
務
員
給
与

を
２５
年
７
月
よ
り
引
き
下
げ
る
こ

と
を
前
提
に
改
正
さ
れ
た
。
要
請

で
は
「
地
方
固
有
の
財
源
で
あ
る

地
方
交
付
税
を
給
与
引
き
下
げ
の

要
請
手
段
と
し
て
用
い
た
と
受
け

と
め
ざ
る
を
得
な
い
」
と
し
「
条

例
に
よ
り
自
主
的
に
決
定
さ
れ
る

べ
き
給
与
に
つ
い
て
引
下
げ
要
請

が
行
わ
れ
た
こ
と
は
、
あ
っ
て
は

な
ら
な
い
」
と
し
た
。
ま
た
今
回

の
よ
う
な
措
置
を
国
が
決
定
す
る

際
は
国
と
地
方
の
協
議
を
十
分
経

る
必
要
が
あ
る
と
主
張
し
た
。

公
務
員
給
与
に
関
し
て
は
、
２５

年
１
月
１５
日
に
開
催
さ
れ
た
国
と

地
方
の
協
議
の
場
で
議
論
。
地
方

六
団
体
は
「
国
か
ら
一
方
的
に
給

与
削
減
を
強
制
す
る
こ
と
な
く
、

地
方
に
お
い
て
自
主
的
か
つ
、
適

切
な
対
応
が
図
ら
れ
る
よ
う
、
地

方
交
付
税
総
額
の
確
保
に
十
分
配

慮
い
た
だ
き
た
い
」
と
要
望
し
て

い
た
。
し
か
し
国
と
地
方
の
協
議

の
場
は
２５
年
に
入
り
１
回
の
み
し

か
開
催
さ
れ
ず
、
議
論
が
十
分
に

尽
く
さ
れ
な
い
ま
ま
２５
年
度
地
方

交
付
税
の
減
額
が
決
定
し
た
。

今
回
の
要
請
を
受
け
、
新
藤
総

務
相
は
「
２５
年
度
以
降
の
地
方
公

務
員
給
与
の
あ
り
方
は
、
総
務
省

と
地
方
側
で
議
論
す
る
場
を
設
け

る
」
と
し
た
。

５月１５日現在の都市数
８１２団体

うち
指定都市 ２０市
中核市 ４２市
特例市 ４０市
一般市 ６８７市
特別区 ２３区

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）

第1867・68号５月１５日平成25年
（2013年）

田中国夫・近畿議長会会長
（守山市）

新
会
長
ら
新
役
員
を
選
出

議
長
会
が
総
会

部
会
提
出
議
案
な
ど
を
審
議仮屋秀一・九州議長会会長

（鹿児島市）

公公
務務
員員
給給
与与
でで
共共
同同
声声
明明

地 方
六団体

加藤武央・関東議長会会長
（市川市）

高橋克朋・北海道議長会会長
（札幌市）

改
正
公
選
法
で
ネ
ッ
ト
選
挙
解
禁

大浦澄子・四国議長会会長
（高松市）

四四国国
北北海海道道
関関東東
九九州州
近近畿畿

（１） 平成２５年５月１５日 第１８６７・６８号



昨
年
１２
月
、
第
２
次
安
倍
内
閣
が
発
足
し
た
。
第
１
次

安
倍
内
閣
で
は
平
成
１９
年
４
月
、
委
員
長
名
か
ら
俗
称
を

丹
羽
委
員
会
と
す
る
「
地
方
分
権
改
革
推
進
委
員
会
」
を

設
置
し
、
同
委
か
ら
４
次
に
わ
た
る
勧
告
を
受
け
た
。
第

２
次
安
倍
内
閣
で
は
、
い
か
に
し
て
分
権
を
進
め
る
の
か
。

丹
羽
委
員
会
の
勧
告
に
よ
り
▽

「
国
と
地
方
の
協
議
の
場
」
の
設

置
▽
現
在
も
進
め
ら
れ
て
い
る

「
義
務
付
け
・
枠
付
け
」
の
見
直

し
▽
都
道
府
県
か
ら
基
礎
自
治
体

へ
の
権
限
移
譲
―
な
ど
が
実
施
さ

れ
て
き
た
。
第
２
次
安
倍
内
閣
で

は
、
総
理
を
本
部
長
と
す
る
「
地

方
分
権
改
革
推
進
本
部
」
の
ほ
か

有
識
者
会
議
を
立
ち
上
げ
、
国
家

運
営
の
方
針
へ
地
方
分
権
改
革
の

道
筋
を
入
れ
込
ん
で
い
く
方
針
。

第
１
回
地
方
分
権
改
革
有
識
者

会
議
が
４
月
１２
日
、
総
理
官
邸
で

開
催
さ
れ
た
。
初
会
合
の
議
題
は

「
地
方
分
権
改
革
の
在
り
方
」「
国

か
ら
地
方
へ
の
事
務
・
権
限
の
移

譲
等
」
の
２
つ
。
冒
頭
に
あ
い
さ

つ
し
た
安
倍
総
理
は
「
政
府
が
取

り
組
む
べ
き
地
方
分
権
改
革
の
方

向
性
を
取
り
ま
と
め
て
い
た
だ
き

た
い
」
と
述
べ
る
と
と
も
に
、「
地

方
の
元
気
な
く
し
て
国
の
元
気
は

な
い
」
と
述
べ
、
地
方
み
ず
か
ら

の
発
想
で
特
色
あ
る
地
域
づ
く
り

が
可
能
と
な
る
議
論
の
展
開
を
有

識
者
会
議
へ
期
待
し
た
。

続
き
新
藤
義
孝
・
地
方
分
権
改

革
担
当
相
か
ら
は
、
有
識
者
会
議

を
自
身
の
下
に
設
置
し
た
意
義
を

説
く
と
と
も
に
、
最
終
的
に
本
年

夏
頃
を
目
処
と
し
成
果
物
を
公
表

す
る
目
標
を
掲
げ
た
。
新
藤
大
臣

は
途
中
成
果
も
中
間
報
告
と
し
て

公
表
す
る
と
し
て
お
り
、
中
間
報

告
は
６
月
に
打
ち
出
さ
れ
る
予
定

の
「
骨
太
の
方
針
」
な
ど
に
反
映

さ
せ
た
い
意
向
だ
。

地
方
分
権
改
革
担
当
相
の
下
に

設
置
さ
れ
た
有
識
者
会
議
は
、
安

倍
総
理
を
本
部
長
と
す
る
「
地
方

分
権
改
革
推
進
本
部
」
と
相
互
連

携
を
図
り
な
が
ら
、
専
門
的
か
つ

実
務
的
な
調
査
機
能
を
発
揮
す
る

こ
と
が
政
府
か
ら
期
待
さ
れ
て
い

る
。
政
策
決
定
は
本
部
、
調
査
機

能
は
有
識
者
会
議
、
そ
れ
ぞ
れ
を

分
担
し
て
賄
う
こ
と
で
、
政
府
は

戦
略
を
進
め
て
い
き
た
い
考
え
を

持
っ
て
い
る
。

初
会
合
で
新
藤
大
臣
は
▽
将
来

に
向
け
た
地
方
分
権
改
革
の
考
え

方
を
総
括
し
展
望
を
描
く
▽
こ
れ

ま
で
の
地
方
分
権
改
革
の
成
果
を

国
民
へ
知
ら
し
め
る
取
り
組
み
▽

新
３
次
一
括
法
案
を
確
実
に
実
施

地地方方分分権権にに係係るる有有識識者者会会議議及及びび推推進進体体制制

第２次安倍内閣では、３月８日に地方分権
改革推進本部を立ち上げるとともに、地方分
権改革担当大臣の下に有識者会議を設置。

【
３
面
へ
続
く
】

第 ２ 次
安倍内閣

新新
３３
次次
一一
括括
法法
案案
提提
出出
後後
のの
行行
方方
はは

地
方
分
権
改
革
有
識
者
会
議
が
担
当
相
の
実
務
部
隊

特集

４月１２日

第
１
回
会
議
の
動
向

有識者会議の初会合で安倍総理があいさつ
【撮影＝４月１９日、写真提供＝内閣広報室】

第１８６７・６８号 平成２５年５月１５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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【
２
面
か
ら
続
く
】

国国のの出出先先機機関関かからら都都道道府府県県等等へへのの事事務務・・権権限限のの移移譲譲等等ををめめぐぐるる状状況況

先先のの自自公公政政権権当当時時のの状状況況
�１９年５月：経済財政諮問会議の提案
地方に移譲可能かどうかなどの観点から、国の出先機関の事務の

分類等を提案。

�２０年１２月：地方分権改革推進委員会第２次勧告
国の出先機関の事務・権限１１６事項の見直し、組織の改革等を勧

告。

�２１年３月：「出先機関改革に係る工程表」を政府の地方分権改革
推進本部で決定
第２次勧告を踏まえて出先機関改革（事務・権限の見直し、組織

の改革等）のおおむね３年間の工程を定めるもの。
※直轄道路・直轄河川の事務・権限の見直しを含む。
※第２次勧告の勧告事項のうち組織の改革については、与党内にも
強い反対あり。

�２１年９月：政権交代後、工程表は事実上凍結・白紙状態に

民民主主党党政政権権当当時時のの状状況況
�２２年８月：各府省の検討（同年１０月に再検討）
出先機関の事務・権限４７３事項を移譲するかどうかを検討。その

結果、全国一律・一斉に移譲可能とされたもの（Ａ－ａ事務）は、
４７３事項中７８事項（うち工程表の１１６事項に対応するものは２４事
項）。

�２３年６月：移譲事務の工程案を地方側に提示
各府省の検討で移譲可能とされた「Ａ－ａ事務」について移譲に

向けた工程案を提示するも、地方側は「出先機関原則廃止には到底
つながらない」として受け入れず。

�２３年夏以降：出先機関の事務・権限のブロック単位での移譲の
検討本格化→２４年１１月法案を閣議決定（国会未提出）

�２３年１２月：「出先機関の原則廃止に向けた今後の取組方針」（地
域主権戦略会議了承）→進捗なし
「Ａ－ａ事務」と全国知事会が特に先行的に移管を求める３事務

（※）の両方を検討のテーブルに乗せて議論を進める。
※「農地転用に関する事務」、「中小企業やベンチャー企業の支援、
地域産業の振興、産学官連携推進に関する事務」及び「利便性の
高い交通体系の構築に関する事務」

第
２
回
会
議
は
４
月
２６
日
に
開

催
さ
れ
、
神
野
座
長
が
作
成
し
た

叩
き
台
を
基
に
「
地
方
分
権
改
革

の
在
り
方
」
を
議
論
し
た
。

用
意
さ
れ
た
叩
き
台
の
表
題
は

「
個
性
を
活
か
し
自
立
し
た
地
方

を
つ
く
る
た
め
に
」
。
▽
ミ
ッ
シ

ョ
ン
▽
ビ
ジ
ョ
ン
▽
ア
プ
ロ
ー
チ

▽
ポ
イ
ン
ト
―
で
骨
組
み
が
構
成

さ
れ
て
い
る
。
ミ
ッ
シ
ョ
ン
に
は

「
個
性
を
活
か
し
自
立
し
た
地
方

を
つ
く
る
」
を
掲
げ
、
副
題
を
「
更

な
る
地
方
に
対
す
る
規
制
緩
和
と

権
限
移
譲
」
と
し
た
。
規
制
緩
和

は
、
義
務
付
け
・
枠
付
け
を
指

す
。
強
固
な
地
方
を
成
立
さ
せ
る

こ
と
で
、
国
を
元
気
に
し
た
い
想

い
を
ミ
ッ
シ
ョ
ン
に
込
め
た
。

ミ
ッ
シ
ョ
ン
を
実
現
す
る
た
め

に
、
叩
き
台
で
は
３
つ
の
ビ
ジ
ョ

ン
を
掲
げ
た
。
う
ち
１
つ
は
「
行

政
の
質
と
効
率
を
上
げ
る
」
。
こ

の
ビ
ジ
ョ
ン
の
特
徴
は
、
量
的
な

「
効
率
」
だ
け
で
な
く
「
質
」
を

強
調
し
て
い
る
点
に
あ
る
と
神
野

座
長
は
説
明
し
て
い
る
。
ミ
ッ
シ

ョ
ン
や
ビ
ジ
ョ
ン
を
進
め
、
国
か

ら
地
方
へ
移
譲
す
る
権
限
を
検
討

す
る
体
制
と
し
て
、
当
日
の
会
議

で
は
テ
ー
マ
ご
と
に
専
門
部
会
を

設
け
る
方
針
を
決
定
し
た
。

次
回
の
会
議
開
催
は
５
月
１５
日

の
予
定
。
こ
の
場
で
今
回
の
叩
き

台
を
基
に
中
間
報
告
を
取
り
ま
と

め
る
。
有
識
者
会
議
で
は
地
方
分

権
に
係
る
基
本
的
な
考
え
方
を
中

間
報
告
へ
集
約
し
、
５
月
中
旬
に

予
定
さ
れ
て
い
る
経
済
財
政
諮
問

会
議
の
議
論
へ
反
映
さ
せ
た
い
考

え
。
諮
問
会
議
が
取
り
ま
と
め
る

「
骨
太
の
方
針
」
、
成
長
戦
略
会
議

が
取
り
ま
と
め
る
「
成
長
戦
略
」
、

そ
れ
ぞ
れ
へ
新
藤
大
臣
も
中
間
報

告
の
内
容
を
反
映
さ
せ
、
国
策
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
し
て
進
め
て
い
き

た
い
と
意
気
込
ん
で
い
る
。

し
て
い
く
た
め
の
方
策
―
の
３
点

に
つ
い
て
有
識
者
会
議
へ
議
論
を

依
頼
し
た
。
今
ま
で
の
関
係
府
省

に
お
け
る
検
討
内
容
と
地
方
の
声

を
踏
ま
え
、
ま
ず
政
府
は
国
か
ら

地
方
へ
の
事
務
・
権
限
の
移
譲
等

を
着
実
に
実
施
し
て
い
く
構
え
。

有
識
者
会
議
で
も
移
譲
等
に
向
け

た
議
論
を
進
め
て
い
く
。

神
野
座
長
は
初
会
合
で
国
か
ら

地
方
へ
の
権
限
移
譲
に
つ
い
て
、

ま
ず
は
「
受
け
皿
は
主
と
し
て
道

府
県
と
い
う
こ
と
を
想
定
せ
ざ
る

を
得
な
い
」
と
の
認
識
を
示
し
、

有
識
者
会
議
の
認
識
と
し
て
共
有

す
る
こ
と
と
な
っ
た
。

有
識
者
会
議
は
、
地
方
分
権
改

革
に
関
す
る
学
識
経
験
者
、
実
務

経
験
者
で
構
成
。
内
閣
府
特
命
担

当
大
臣
（
地
方
分
権
改
革
）
が
開

催
す
る
。
会
議
は
報
道
陣
に
公

開
、
任
期
に
つ
い
て
は
特
に
定
め

が
な
い
。
地
方
分
権
改
革
担
当
相

決
定
に
よ
り
４
月
５
日
に
発
足
。

�

対応策（案）
上記のこれまでの関係府省における検討内容や、地方の声を

踏まえ、国から地方への事務・権限の移譲等を着実に実施でき
るよう、移譲等の対象とする事務・権限について検討。

地地方方分分権権のの歩歩みみ

平成５年の衆参両院の「地方分権の推進に関する決議」以降、
第１次分権改革、三位一体改革を経て、第２次分権改革へ。
第２次分権改革では、第１次安倍内閣で設置された地方分権

改革推進委員会の勧告を受け、国と地方の協議の場の法制化、
義務付け・枠付けの見直し等について、順次具体化が進められ
ている。

■第１次分権改革（Ｈ５～１１）
【主な取組】機関委任事務制度の廃止、国の関与等の見直し、必
置規制の見直し 等
→国と地方が分担すべき役割の明確化

■三位一体改革（Ｈ１４～１７）
【主な成果】国庫補助負担金改革、所得税から個人住民税への税
源移譲、地方交付税及び臨時財政対策債の総額の抑制

■第２次分権改革（Ｈ１８～）
・地方分権改革推進法成立（Ｈ１８第１次安倍内閣）→地方分権改
革推進委員会発足（委員長：丹羽宇一郎）

地方分権改革推進委員会勧告
第１次（Ｈ２０福田内閣）：重点行政分野の見直し、基礎自治体へ
の権限移譲 等
第２次（Ｈ２０麻生内閣）：出先機関改革、義務付け・枠付けの見
直し 等
第３次（Ｈ２１鳩山内閣）：義務付け・枠付けの見直しの重点事項、
国と地方の協議の場の法制化 等
第４次（Ｈ２１鳩山内閣）：地方税財政 等

上記勧告を受けて、民主党政権下において、第１次一括法（義
務付け・枠付けの見直し等）、国と地方の協議の場法、第２次一
括法（義務付け・枠付けの見直し、基礎自治体への権限移譲等）
が成立。

第２次安倍政権において、新３次一括法案（義務付け・枠付け
の見直し、基礎自治体への権限移譲等）を閣議決定（Ｈ２５．４．１２）。

▽
座
長
�
神
野
直
彦
・
東
京
大
学

名
誉
教
授

▽
座
長
代
理
�
小
早
川
光
郎
・
成

蹊
大
学
法
科
大
学
院
客
員
教
授

▽
議
員
�
柏
木
斉
・
株
式
会
社
リ

ク
ル
ー
ト
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
取

締
役
相
談
役
▽
同
�
後
藤
春
彦
・

早
稲
田
大
学
創
造
理
工
学
部
長
▽

同
�
白
石
勝
也
・
松
前
町
長
▽
同

�
勢
一
智
子
・
西
南
学
院
大
学
教

授
▽
同
�
谷
口
尚
子
・
東
京
工
業

大
学
准
教
授
▽
同
�
古
川
康
・
佐

賀
県
知
事
▽
同
�
森
雅
志
・
富
山

市
長

地地
方方
分分
権権
改改
革革
有有
識識
者者
会会
議議
名名
簿簿

４月２６日

第
２
回
会
議
の
動
向
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全
国
自
治
体
病
院
経
営
都
市
議

会
協
議
会
（
会
長
�
田
中
修
一
・
町

田
市
議
会
議
長
）
は
５
月
８
日
、

東
京
・
都
市
セ
ン
タ
ー
ホ
テ
ル
で

第
４１
回
定
期
総
会
を
開
催
し
た
。

当
日
は
細
田
博
之
・
自
治
体
病

院
議
員
連
盟
会
長
、
西
川
一
誠
・

全
国
自
体
病
院
開
設
者
協
議
会
会

長
（
�
代
読
）
か
ら
来
賓
あ
い
さ

つ
を
賜
っ
た
。

協
議
で
は
平
成
２４
年
度
決
算
を

認
定
。
４
月
１５
日
に
実
施
さ
れ
た

会
計
監
査
の
結
果
に
つ
い
て
は
、

久
住
裕
一
・
見
附
市
議
会
議
長
が

報
告
し
た
。

協
議
終
了
後
に
は
決
議
文
を
採

択
し
た
。
採
択
に
先
立
ち
、
相
談

役
の
宮
内
春
雄
・
徳
島
市
議
会
議

長
が
提
案
説
明
を
兼
ね
、
決
議
文

を
朗
読
。
決
議
は
「
地
域
医
療
の

中
核
を
担
う
自
治
体
病
院
の
経
営

安
定
の
た
め
、
特
に
へ
き
地
、
周

産
期
、
小
児
、
救
急
医
療
な
ど
に

対
し
て
、
地
方
交
付
税
措
置
等
の

拡
充
強
化
を
図
る
こ
と
」
な
ど
８

項
目
か
ら
構
成
さ
れ
て
い
る
。

総
会
で
採
択
し
た
決
議
の
実
現

を
求
め
、
会
議
終
了
後
に
は
正
副

会
長
、
監
事
、
相
談
役
に
よ
る
要

請
活
動
を
展
開
。
坂
本
哲
志
・
総

務
副
大
臣
、
と
か
し
き
な
お
み
・

厚
生
労
働
大
臣
政
務
官
に
面
談

し
、
協
力
を
求
め
た
。
ま
た
、
同

協
議
会
加
盟
市
議
長
は
地
元
選
出

の
国
会
議
員
に
対
し
要
請
し
た
。

な
お
当
日
は
、
村
中
健
一
・
総

務
省
大
臣
官
房
審
議
官
（
公
営
企

業
担
当
）
が
「
公
立
病
院
に
つ
い

て
」
と
題
し
講
演
し
た
。

実実
行行
運運
動動
班班
編編
成成
市市

▽
会
長
�
町
田
市
▽
副
会
長
�
苫

小
牧
市
▽
同
�
盛
岡
市
▽
同
�
金

沢
市
▽
同
�
草
加
市
▽
同
�
奈
良

市
▽
同
�
八
幡
浜
市
▽
監
事
�
見

附
市
▽
同
�
出
雲
市
▽
相
談
役
�

徳
島
市

１面の参考資料
平成２５年４月２２日

総務大臣新藤義孝様

地方公務員給与についての要請

平成２５年度の地方公務員給与については、本年１月に
貴職が要請された、７月からの給与引下げを前提とした
改正地方交付税法が去る３月２９日に成立したところであ
る。
今回の措置は、東日本大震災に対処する必要性にかん

がみ国家公務員の人件費の削減を行い、また、限られた
時間の中で予算編成に取り組むなど、極めて特殊な状況
の下で行われたとはいえ、地方固有の財源である地方交
付税を給与引下げの要請手段として用いたと受けとめざ
るを得ず、地方のこれまでの人件費抑制の努力を考慮す
ることなく、ラスパイレス指数の単年の比較のみに基づ
き、本来、条例により自主的に決定されるべき給与につ
いて引下げ要請が行われたことは、あってはならないこ
とである。
また、「国と地方の協議の場」は一度しか開催されず、

地方側と協議を尽くさないままこのような措置を国が決
定したことは、過去に例を見ない異例な対応と言わざる
を得ない。
我々としては、改正地方交付税法の成立を一つの契機

に、今回の措置が東日本大震災を受けた例外的・時限的
な措置であることを確認するとともに、こうした問題の
対処に当たっては、国と地方の協議を十分経ることが必
要であり、今後、地方公務員給与のあり方について検討
の場を設け地方六団体と十分協議を行うことを、要請す
るものである。

地方六団体
全国知事会会長 山田 啓二
全国都道府県議会議長会会長

山本 教和
全国市長会会長 森 民夫
全国市議会議長会会長 関谷 博
全国町村会会長 藤原 忠彦
全国町村議会議長会会 長� 橋正

▽
燕
市
（
新
潟
県
）

〒
９
５
９
―
０
２
９
５

新
潟
県
燕
市
吉
田
西
太
田
１
９

３
４

�
０
２
５
６
（
７
７
）
８
３
４
１

FAX
０
２
５
６
（
７
７
）
８
３
４
３

▽
三
次
市
（
広
島
県
）

〒
７
２
８
―
０
２
０
１

広
島
県
三
次
市
布
野
町
上
布
野

１
１
９
６
―
１
三
次
市
布
野
支

所�
０
８
２
４
（
５
４
）
７
８
７
９

FAX
０
８
２
４
（
５
４
）
２
９
２
２

▽
阿
波
市
（
徳
島
県
）

FAX
０
８
８
３
（
３
５
）
４
１
５
０

電
話
番
号
は
変
更
な
し

定定
期期
総総
会会
開開
きき
決決
議議
採採
択択

会会
議議
終終
了了
後後
にに
要要
請請
活活
動動
病院協

病院協会長
田中修一（町田市）

決
議
を
読
み
上
げ
る
相
談
役
の

宮
内
春
雄
・
徳
島
市
議
会
議
長

田
中
会
長
は
じ
め
役
員
市
の
う
ち
１０
市
の

議
長
ら
は
決
議
の
実
現
を
求
め
坂
本
哲
志

・
総
務
副
大
臣
（
上
）、と
か
し
き
な
お
み

・
厚
生
労
働
大
臣
政
務
官
（
左
）
に
面
談

し
要
請
。
総
務
副
大
臣
と
厚
労
政
務
官
は

要
請
内
容
の
実
現
に
向
け
理
解
を
示
し
た

新新
庁庁
舎舎
落落
成成

来賓あいさつする細田博之・自治体病院議員連盟会長

電電
話話
番番
号号
等等
変変
更更

監
査
結
果
を
報
告
す
る
監
事
の

久
住
裕
一
・
見
附
市
議
会
議
長
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